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要　約
　商標ライセンス契約のライセンサーが倒産手続き開始の申立てを行ったうえで当該ライセンス契約の履行を
拒絶した場合において，ライセンシーの当該ライセンス権の帰趨については倒産法上明らかでない。そのた
め，裁判所の判断も，ライセンシーはライセンス権を喪失するという見解（Rejection as Rescission 
Approach）とライセンシーはライセンス権を引き続き有するという見解（Equitable Approach または
Rejection as Breach Approach） と に 分 か れ て き た。 こ の よ う な 状 況 の も と， 最 高 裁 判 所 は
Tempnology 事件において当該判断に関する申立てを受理し，Rejection as Breach Approach を採用す
る旨を明らかにした。当該判決は，倒産手続きにおける商標ライセンス契約の取り扱い方針を示すものとして
着目に値する。もっとも，当該判決の論旨および補足意見は，商標ライセンス契約の規定内容によって当該取
り扱いも変わりうることを示唆する。したがって，商標ライセンス契約の起案にあたっては，当該判決にもか
かわらず，引き続きの注意を払う必要がある。
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1．はじめに
　2019 年 5 月の最高裁判所判決によって決着をみた
Tempnology 事件（1）は，「商標ライセンス契約におけ
るライセンサーが倒産手続きの開始を申し立てたうえ
で当該ライセンス契約の履行を拒絶した場合，ライセ
ンシーの当該ライセンス権は失われるのか」という論
点（以下，「本論点」という）に一定の方向性を示し
たものである。本論点は 30 年以上の長きにわたって
さまざまな裁判および立法活動の対象となってきたと
いう経緯もあり，体系的に理解することがなかなかに
難しいものである。そこで，本稿はそれらの経緯およ
び Tempnology 事件に関する最高裁判所判決の内容
を整理するとともに，当該判決の示唆する今後の課題
について紹介する（2）。

2．倒産手続きの基本構造
　ある債務者またはその債務者の債権者によって倒産
手続き開始の申立てがあった場合，債務者の有する資
産は倒産財団を形成し（3），債務者による債務履行のた
めの原資となる。倒産財団は裁判所による格別の第三
者の任命がない限り債務者によって管理されるとこ
ろ（4）（以下，この立場にある債務者または管財人をま
とめて「管財人」という），管財人としては，倒産財
団に属する資産を活用し，その価値の最大化を図りた
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いところである。たとえば，特許権などについては，
付随するライセンス契約などのない状態で，高値で第
三者に売却したいと考えることもあろう。一方，対象
資産との間にすでに利害関係を有する第三者が存在す
る場合には，その第三者との関係も考慮した資産の取
り扱いが期待される（5）。たとえば，特許権に関してラ
イセンス契約を有するライセンシーが存在する場合，
当該ライセンス契約の帰趨については当該ライセン
シーの納得を得られるようなものである必要があろ
う。そこで連邦議会はこれらを調整した倒産法の制定
を行い，また，連邦裁判所はそれら規定の適切な解
釈・適用に努めている。

3．Executory Contract の取り扱い
　本論点の中心は倒産法 365 条（以下，単に「365 条」
という）の解釈である。このうち，365（a）条は，管
財人に Executory Contract の履行拒絶または引受に
関する選択権を与え，裁判所の承認を得ることをもっ
てその実行を認める（6）。ここに，Executory Contract
の意義および裁判所の承認に関する基準については以
下のとおりである（7）。

　（1）　Executory Contract の意義
　そもそも Executory Contract とはどのような契約
を指すのかが問題となるが，実は倒産法自体には定義
がない。そこで裁判例をみると，「契約の両当事者に
一定の未履行の義務が認められる契約」（8），さらに厳
格なものとしては「契約の両当事者に一定の未履行の
義務が認められ，かつ，一方当事者のいずれかによる
義務の不履行が重大な契約違反を構成することになる
契約」と定義する（9）。
　ここに，「未履行の義務」については，その義務が
確定的に発生するか定かでないようなものであっても
足りるし（10），また，その義務が不作為の継続に関す
るものであったとしても足りる（11）。ライセンス契約
との関係でみると，前者の例としては Indemnification 
Clause（ライセンシーがライセンス権を行使した結果
損害を被った場合においては，それらをライセンサー
が填補するという不確定の義務が生じる）が，後者の
例としては Exclusive License Clause（ライセンス契
約の対象となる権利について，ライセンサーがライセ
ンシー以外の第三者に新たにライセンス権を設定しな
いという不作為の義務が生じる）が挙げられる。ま

た，一方当事者が他方当事者に対して負う支払い債務
は「未履行の義務」として認められないが（12），ライ
センシーからライセンサーに向けたライセンス権の対
価の支払いに関する報告書の提出，または，ライセン
サーによるライセンシーの当該支払い状況に関する監
査のためライセンシーが行う記録の保管などは「未履
行の義務」として認められるものとして整理されてい
る（13）。これらはライセンス契約において一般的に見
受けられる規定であるから，ライセンス契約との関係
においては，ライセンサーおよびライセンシーともに

「未履行の義務」が認められ，Executory Contract に
該当すると判断できる場合が多いものと思われる。

　（2）　裁判所の承認に関する基準
　365（a）条が管財人に Executory Contract の履行
拒絶を認める趣旨は，債務者を契約上の義務から解放
することにある。また，同じく 365（a）条が管財人
に Executory Contract の引受を認める趣旨は，債務
者が倒産手続き開始の申立てを行ったことをもって取
引先が離れてしまうといった事態を防止し引き続き事
業存続の機会を確保することにある。
　Executory Contract の履行拒絶または引受に関す
る選択は，いずれの選択が倒産財団の利益にかなうか
という，事業と密接な観点をもって行われるものであ
る。そこで，裁判所は，当該選択に関する承認にあ
たって，管財人の判断を尊重したビジネス・ジャッジ
メント・ルール（14）を適用する（15）。したがって，裁判
所は，管財人の当該選択が不誠実な目的に基づいて行
われた，または，当該選択権限の重大な濫用のもとに
行われたといった事情のない限り（16），管財人の選択
を承認することになる。

4．Executory Contract の履行拒絶の取り扱い
　このように，Executory Contract については，管
財人に履行拒絶または引受を選択する権限が認められ
ており，裁判所はその判断を尊重することになるのが
原 則 で あ る。 そ の う え で， 管 財 人 が Executory 
Contract に該当する商標ライセンス契約の履行拒絶
を選択しそれを裁判所が承認した場合において，ライ
センシーの当該ライセンス契約上の権利がどのように
取り扱われるかという本論点については，倒産法のふ
たつの規定が大きな関係を有するため，次のとおりそ
れらを紹介する。
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　（1）　365（g）条
　365（g）条は，管財人による Executory Contract
の履行拒絶の選択は，当該 Executory Contract の違
反（以下，「breach」ともいう）を構成すると規定す
る（17）。したがって，他方当事者は，債務者による
Executory Contract の履行拒絶によって被った損害
について損害賠償の請求を行うことができる。しか
し，その損害賠償請求権は倒産手続き申立前債権とし
て取り扱われ，そのほかの債権者の有する優先債権に
劣後する（18）。倒産手続き開始の申立てが行われた倒
産財団についてはそのほとんどが債務超過の状態にあ
ることも考慮すると（19），その損害の填補はほとんど
見込むことができない。

　（2）　365（n）条
　365（n）条は，債務者が「Intellectual Property」に
関する Executory Contract のライセンサーである場合
において，管財人がその履行拒絶を選択した場合にお
ける特別規定である（20）。すなわち，365（g）条の規定
に も か か わ ら ず， 管 財 人 に よ っ て「Intellectual 
Property」のライセンス契約の履行拒絶が選択された
場合においては，ライセンシーは，365（n）条のもと，
当該ライセンス契約を解除することもできるし，また
は，（少なくとも当該ライセンス契約の有効期間中は）
当該ライセンス契約の規定するライセンス権の対価を
支払うことをもって当該ライセンス権を存続させるこ
ともできる（21）。ここに，「Intellectual Property」とは，
トレード・シークレット，特許権，または著作権など
を含むが，商標権を含むかについてはその明示が
ない（22）。

5．商標法独特のルール―Naked License　
　次項以下で紹介する裁判例においては，商標法独特
のルールである Naked License も関係してくるため，
若干の紹介を行いたい。Naked License とは，商標権
のライセンス対象商品の品質管理に関する手当なしに
行われた商標ライセンス契約を指す（23）。裁判所は，
Naked License の対象である商標権について，商標権
者による権利の放棄があったものとして取り扱う場合
がある。これは，商標は対象商品の有する品質の確か
さを示すものであるところ，当該品質の維持に向けた
手当が確保されていない場合においてはもはや当該商
標を権利として認める必要はないはずであるとの理解

に基づく（24）。商標権者が Naked License の存在に関
する疑念を払拭するためには，（1）当該ライセンス契
約においてライセンサーによるライセンス対象商品の
品質管理権限が規定されていること（2）ライセン
サーによるライセンス対象商品の品質管理が現実に実
施されていること，または，（3）ライセンサーとライ
センシーとの間の密接な関係をふまえると，ライセン
サーがライセンシー自身によるライセンス対象商品の
品質管理能力を信頼することが相当といえることのい
ずれかを示す必要がある（25）。

6．裁判例および倒産法の変遷　
　本論点に関する裁判例およびそれをとりまく連邦議
会の立法活動に関する変遷は次のとおりである。

　（1）　Lubrizol 事件
　Lubrizol 事件は，Richmond Metal Fishers, Inc.（以
下「RMF 社」という）がメタル・コーティング・プ
ロセスに関する技術の非独占的ライセンス権を
Lubrizol Enterprises, Inc.（以下，「Lubrizol 社」とい
う）に付与するため，1982 年に締結した技術ライセ
ンス契約に関するものである。1983 年，RMF 社は，
倒産法 11 章に基づき倒産手続きの開始を申し立てた
うえで，365（a）条に基づき Lubrizol 社と締結して
いた当該ライセンス契約の履行拒絶を申し出たため，
その履行拒絶の可否および当該ライセンス契約上の権
利の存続の有無が争点となった。なお，本事件の当時

（1985 年）においては，すでに紹介した倒産法のふた
つの規定のうち，365（g）条のみが存在していた（つ
まり 365（n）条は存在していなかった）ことに留意
してほしい。
　この点，バージニア州東部地区連邦地方裁判所は，
当該ライセンス契約は Executory Contract に該当し
ないとして，当該履行拒絶を認めなかった。その後，
RMF 社の控訴を受けた第四巡回区控訴裁判所は，
バージニア州東部地区連邦地方裁判所の判断を覆し，
当該ライセンス契約は Executory Contract に該当し，
当該履行拒絶を認めるものとした。そのうえで当該ラ
イセンス契約上の権利の存続の有無について，RMF
社による当該ライセンス契約の履行拒絶は 365（g）
条に基づき当該ライセンス契約の違反を構成するため
Lubrizol 社には損害賠償請求権が認められるわけであ
り，それ以上に Lubrizol 社に当該ライセンス契約上
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の権利の存続を認めることは（管財人に Executory 
Contract の履行拒絶または引受に関する選択権を与
えた）365（a）条の趣旨を損なうものであって認めら
れないとした（26）。

　（2）　連邦議会の 365（n）条に関する決議　
　Lubrizol 事件の後の 1988 年，365（n）条が制定さ
れた。365（n）条の概要については先に紹介したと
おりであるが，同条における「Intellectual Property」
は，トレード・シークレット，特許権，または著作権
などを含むものとした一方，商標権についてはその明
示がないままに定義したことが本論点をさらに複雑な
ものとした。すなわち，365（n）条は，同条の対象
となる特許権などの「Intellectual Property」と商標
権との間でその取り扱いを異にする趣旨に基づき制定
されたものであると理解し，管財人が 365（a）条に
基づき商標ライセンス契約の履行を拒絶した場合にお
いては，ライセンシーは 365（n）条に基づく権利ま
たはそれと類似の権利を認められることはないとの見
解（Rejection as Rescission Approach）があらわれ
た の で あ る（27）。 つ ま り，Rejection as Rescission 
Approach は，365（n）条は実質的に Lubrizol 事件
を再確認した規定であって，商標ライセンス契約のラ
イセンサーが倒産手続き開始の申立てを行ったうえで
365（a）条に基づき当該ライセンス契約の履行を拒絶
した場合，ライセンシーは当該ライセンス契約上の権
利を喪失すると理解するものであり，以降，多数説と
なった（28）。　
　もっとも，連邦議会上院の記録は，365（n）条に
商標権を含まないものとした点について，Rejection 
as Rescission Approach の理解と異なる理由を示す。
すなわち，商標ライセンス契約のライセンサーが倒産
手続きの開始を申し立てたうえで 365（a）条に基づ
き当該ライセンス契約の履行を拒絶した場合の取り扱
いについては，ライセンシーの販売したライセンス対
象商品の品質管理をめぐる問題について十分な検討を
ふまえて決定すべきであることを考慮すると，当面の
間は倒産裁判所による衡平の理念に基づく判断に委ね
ることが適当と思われるとするのである（29）。そこで，
この記録などを根拠として Rejection as Rescission 
Approach と対立する見解（Equitable Approach お
よび Rejection as Breach Approach）があらわれる。
Equitable Approach の代表的な裁判例とされるのが

Crumbs 事件であり，Rejection as Breach Approach
の代表的な裁判例とされるのが Sunbeam 事件である。

　（3）　Crumbs 事件　
　Crumbs 事件は，衡平上の理念に基づき，商標ライ
センス契約のライセンシーにライセンス契約上の権利
の存続を認める見解（Equitable Approach）を採用
した事件である。Crumbs Bake Shop, Inc.（以下，

「Crumbs 社」という）はカップケーキ・焼き菓子・
飲料などの小売りを手掛ける会社であり，それらの商
標として “Crumbs” を有していた。Crumbs 社は当
該 商 標 権 の ラ イ セ ン ス に 関 す る 契 約 を Brand 
Squared Licensing, LLC（以下，「BSL 社」という）
との間で締結したが，2014 年には倒産法 11 章に基づ
く 倒 産 手 続 き 開 始 の 申 立 て を 行 っ た。 そ の 後，
Crumbs 社はその資産の大部分を Lemonis Fischer 
Acquisition, LLC（以下，「LFAC 社」という）に売
却する旨の申立てを行い，その申立てに関する裁判所
の承認を得るとともに，365（a）条に基づき，BSL
社との商標ライセンス契約の履行を拒絶したため，本
論点の解決が必要となった。
　この点，ニュージャージー州地区倒産裁判所は，
Exide Technologies 事件（30）における Ambro 裁判官の
補足意見に依拠し，衡平上の理念から，商標ライセン
ス権を 365（n）条の保護の対象から除くべきではな
いとした（31）。Ambro 裁判官の補足意見の要旨は次の
とおりである。「365（a）条に基づくライセンサーに
よるライセンス契約の履行拒絶は，当該ライセンス契
約のもとライセンシーの有する商標ライセンス権の喪
失を必然とするものではない。Rejection as Rescission 
Approach は，365（n）条の制定に際する連邦議会の
記録などからうかがえる結論ではない。むしろ，裁判
所はその衡平上の理念に基づいた取り扱いによって，
倒産手続きを通じた債務者の新たなスタートととも
に，ライセンシーが正当に保有する商標ライセンス権
をも確保すべきなのである。」
　これに対して，LFAC 社は，本件商標権などにつ
いては債務者から善意の第三者たる LFAC 社に向け
た売却が決定しており，そのような場合に衡平上の理
念を持ち出すことは妥当でないと主張したが，ニュー
ジャージー州地区倒産裁判所は，倒産法 11 章に基づ
く手続きにおいて一般債権者はほとんどその配当を受
けることができないのが常であって，そのような一般
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債権者たるライセンシーにさらなる負担を強いること
は連邦議会が 365（n）条を制定した際の意図であっ
たとは想定しがたいとした。また，LFAC 社は，仮
にライセンシーが商標ライセンス権を引き続き有する
とするならば，LFAC 社は Naked License を回避す
るべく当該商標権に関する品質管理義務を負うことに
なるが，LFAC 社にはそのような能力はないとも主
張した。しかし，ニュージャージー州地区倒産裁判所
は，ライセンサーの要求する品質水準に沿わない商品
の販売はライセンシーにとっても商標権侵害または不
正競争といった問題を生じさせることになりかねない
から，ライセンシーによる自発的な品質管理が期待で
きるとし，当該主張についても受け容れなかった。

　（4）　Sunbeam 事件　
　Sunbeam 事件は，Lakewood Engineering & Manufac-
turing（以下，「Lakewood 社」という）が，送風機
に関する Lakewood 社の特許権および商標権のライ
センス権を Chicago American Manufacturing, LLC

（以下，「CAM 社」という）に付与するため，2008 年
に締結したライセンス契約に関するものである。2009
年，Lakewood 社の債権者は倒産法 11 章に基づいた
倒産手続きの開始を申し立て，裁判所による任命を受
けた管財人は Lakewood 社の保有する特許権および
商 標 権 な ど を Sunbeam Products, Inc. （ 以 下，

「Sunbeam 社」という）に売却することとした。とこ
ろが Sunbeam 社は CAM 社が Sunbeam 社の競合企
業であることなどを理由として，CAM 社との間で当
該ライセンス契約が維持されることを望まなかった。
そこで，管財人が 365（a）条に基づき当該ライセン
ス契約の履行を拒絶したところ，本論点が争点と
なった。
　イリノイ州北部地区倒産裁判所は，Ambro 裁判官
の補足意見に着目したうえで Equitable Approach を
採用した。つまり， CAM 社が Lakewood ブランドの
送風機を製造するために多額の投資を行っている事実
をふまえ，衡平上，当該ライセンス契約を存続させる
べきであると判断したのである（32）。
　Sunbeam 社による控訴を受けた第七巡回区控訴裁
判所も当該ライセンス契約を存続させるべきであると
したが，それは，365（g）条における契約の履行拒
絶の効果をふまえ，商標ライセンス契約のライセン
シーにライセンス契約上の権利の存続を認める見解

（Rejection as Breach Approach）を採用したうえで
の判断であった。その要旨は次のとおりである（33）。

「365（n）条が商標権について規定していないこと自
体は本論点の帰趨を決定するものではない。連邦議会
の記録からしても，連邦議会が 365（n）条に商標権
を含めないとしたことは，Lubrizol 事件の追認を意味
しないことは明らかである。また，イリノイ州北部地
区倒産裁判所においては衡平上の理念に基づいた判断
を行っているが，衡平上の理念は法律上の規定に優先
するものであってはならない。そこで 365（g）条に
ついてみると，365（a）条に基づく管財人による契約
の履行拒絶は債務者の未履行義務との関係から当該契
約の違反を構成すると規定しており，それは他方当事
者から債務者に対する損害賠償請求権へと転じること
は理解できる。しかし，それ以上に，債務者の未履行
義務以外との関係において，他方当事者の当該契約上
有する権利が喪失するものと理解することはできな
い。倒産手続き以外の場面においても，ライセンサー
による契約違反をもって，ライセンサーがライセン
シーの有するライセンス権を喪失させることは認めら
れていない。倒産手続きにおいては契約上の関係を解
消する手段として管財人に否認権が与えられている。
契約関係の解消という否認権の行使と同視しうる効果
を 365（a）条に基づく契約の履行拒絶に付与するこ
とを倒産法が予定しているとは考えられない。した
がって，管財人による当該履行拒絶は，以降，債務者
が当該契約の義務の履行から免れることを意味するの
みであって，当該契約のもとすでに付与された権利を
喪失させるものではない。」

7．Tempnology 事件―事件の概要および最高裁
判所判決に至るまでの経緯

　本論点についての見解が商標ライセンシーのライセ
ンス契約上の権利を喪失させるという見解（Rejection 
as Rescission Approach）と商標ライセンシーのライ
センス契約上の権利は（ライセンサーから提供済みの
範囲において）存続するという見解（Equitable Ap-
proach または Rejection as Breach Approach）に分
かれる中，Tempnology 事件が生じた。
　Tempnology, LLC（以下，「Templonogy 社」とい
う）は “Coolcore” というブランド・ネームのもと，
運動時においても涼しさを保持できる素材を開発し，
その素材を用いたタオル・ソックス・ヘッドバンドな
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どを取り扱う会社であった。2012 年，Tempnology
社は Mission Product Holdings Inc.（以下，「Mission
社」という）との間で “Coolcore” を含むライセンス
契 約 を 締 結 し た。 す な わ ち，Tempnology 社 は
Mission 社に向けて，米国内における Tempnology 社
の “Coolcore” 商品の独占的販売権，および，米国を
含む全世界における “Coolcore” の非独占的ライセン
ス権などを付与したのである。2015 年，Tempnology
社は倒産法 11 章に基づく倒産手続き開始の申立てを
行ったうえで，“Coolcore” などを第三者に売却する
べく，ニューハンプシャー州地区倒産裁判所に，365

（a）条に基づく当該ライセンス契約の履行拒絶に関す
る承認を求めた。そこで，Mission 社は，当該履行拒
絶は Mission 社が有する当該契約上の権利を否定する
ものではないとして争った。これら争点のうち，
“Coolcore” の非独占的ライセンス権の取り扱いをめ
ぐる最高裁判所に至るまでの経緯は次のとおりであ
る。

　（1）　ニューハンプシャー州地区倒産裁判所
　ニューハンプシャー州地区倒産裁判所は Rejection 
as Rescission Approach を支持し，Mission 社は当該
ライセンス契約上有していた “Coolcore” の非独占的
ライセンス権を喪失したと判断した（34）。365（n）条
は意図的に商標権をその対象から除いたものであり，
また，連邦議会も商標ライセンス契約についてはライ
セ ン シ ー を 特 別 に 保 護 し て い る「Intellectual 
Property」と同じ取り扱いを行う趣旨ではなかった
と理解したのである。

　（2）　第一巡回区倒産上訴部
　Mission 社 に よ る 控 訴 を 受 け た 倒 産 上 訴 部 は，
ニューハンプシャー州地区倒産裁判所の判断を覆し，
Mission 社は当該ライセンス契約によって付与された
“Coolcore” の非独占的ライセンス権を引き続き有す
ると判断した（35）。Rejection as Breach Approach を
採用したのである。
　まず，Rejection as Rescission Approach について
は，365（n）条に商標権が含まれていないことは 365

（n）条の適用が商標権にはないこと以上を意味する
ものではないとして否定した。次に，365（g）条に
おける契約の履行拒絶の効果を基礎として本論点の解
決を図る（Rejection as Breach Approach を採用し

た ）Sunbeam 事 件 を 支 持 し つ つ，Equitable 
Approach について，「裁判官は衡平上の理念をもっ
て法の内容を変更してはならない」との原則などに反
するとして否定した。

　（3）　第一巡回区控訴裁判所
　Tempnology 社による上訴を受けた控訴裁判所は，
倒産上訴部による判断を覆し，Mission 社は当該ライ
センス契約によって付与された “Coolcore” の非独占
的ライセンス権を喪失したと判断した（36）。Rejection 
as Rescission Approach を採用したのである。
　まず，Equitable Approach については，連邦議会
上院の記録が衡平上の理念を念頭に入れていること自
体は否定しないものの，当該理念はすでに倒産法のさ
まざまな規定に反映されているとした。また，仮に
Equitable Approach を適用する場面があるとしても
それは Equitable Approach が適用された結果生じる
債務者の負担が僅少である場合に限られるべきであ
り，本事件のように債務者が商標権者として品質管理
義務という負担を負う場面には妥当しないとした。当
該管理義務を継続させることは，債務者を Executory 
Contract に基づく負担から解放するという倒産法の
趣旨にかなわないと判断したのである。控訴裁判所
は，Rejection as Breach Approach との関係におい
ても当該管理義務を強調した。すなわち，Sunbeam
事件において控訴裁判所がライセンシーの有するライ
センス権を存続させつつ債務者を商標ライセンス契約
に基づく継続的な義務の履行から解放することは可能
であると格別の理由を示すことなく判断したことを強
く否定したのである。

8．Tempnology 事件―最高裁判所判決　
　第一巡回区控訴裁判所の判決を受け，Mission 社は，
最高裁判所による判断を求めて裁量上訴受理（writ 
of certiorari）の申立てを行い，最高裁判所は第七巡
回区控訴裁判所（Sunbeam 事件）と第一巡回区控訴
裁判所（Tempnology 事件）との間で本論点に関する
見解が分かれるという状況を解決するべく，当該申立
てを受理した（37）。最高裁判所の判断は，次のとおり，
Rejection as Breach Approach を支持し，Mission 社
は当該ライセンス契約によって付与された “Coolcore”
の非独占的ライセンス権を引き続き有するとのもので
あった（38）。
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　（1）　365（g）条と 365（n）条との関係について
　365（g）条は，Executory Contract の履行拒絶は
倒 産 手 続 き 開 始 の 申 立 て 直 前 の 日 に Executory 
Contract との関係における「breach」が生じたもの
と構成する。倒産法は「breach」の定義を規定して
いないところ，連邦議会は，倒産法上の各文言につい
て，伝統的に形成された定義に基づいて解釈すること
を意図している。そこで，「breach」の定義について
は契約法を参考として解釈すべきである。この点，契
約法において一方当事者による「breach」があった
場合，他方当事者にはふたつの選択肢がある。ひとつ
は契約違反に伴う損害の賠償請求を行いつつ契約関係
自体は存続させるものであり，もうひとつは契約違反
に伴う損害の賠償請求を行いつつ契約関係自体は終了
させるものである。しかし，これらの選択肢はあくま
で（契約違反の被害者である）他方当事者に与えられ
ているものであって，契約違反の当事者に与えられて
いるものではない。契約違反の当事者が当該契約関係
を解消できる場面は存在しないのである。そしてこれ
らを倒産法上の問題に置き換えた場合，債務者は未履
行の義務についてはその履行を拒絶できるものの，す
でに履行した義務，すなわちすでに付与されたライセ
ンス権を喪失させることはできない。翻っていえば，
ライセンシーはすでに付与されたライセンス権を引き
続き有するのである。
　もしも Rejection as Rescission Approach のもと，
契約違反の当事者たる管財人が当該契約関係を解消で
きるとするならば，それは実質的に否認権を行使した
状態と同一視できる。しかし否認権については，たと
えば倒産財団の資産を減少させるような対価性のない
取引が行われた場合など，限られた場合にのみその行
使が認められているのである。
　また，Tempnology 社は，（365（n）条・101（35A）
条などの対象である）特定の契約類型については，管
財人による契約の履行拒絶があった場合においても他
方当事者の契約上の権利が存続する旨を規定している
ところ，商標ライセンス契約はそれら契約類型に含ま
れていないことを指摘し，それは商標ライセンス契約
については異なった解釈（すなわち当該契約関係は解
消される旨の解釈）が行われることを示唆していると
する。しかし，半世紀にわたって制定されてきたそれ
ら規定は，むしろ管財人による契約の履行拒絶後もな
お当該契約上の権利が存続することを明確化するた

め，立法機関が直面した課題に都度対応してきた結果
なのである。たとえば 365（n）条は Lubrizol 事件を
受けてライセンシーによる特許ライセンス権の存続を
確認するべく用意された規定である。したがって，
Tempnology 社の指摘するような解釈を示唆する事情
は見当たらない。　

　（2）　Naked License との関係について
　Tempnology 社は，商標ライセンス権の対象商品の
品質管理義務という商標法独特のルールについてふれ
る。Tempnology 社によると，商標ライセンス契約に
おけるライセンシーが引き続きライセンス権を有する
ならば，ライセンサーは当該管理義務の履行のために
多大な出捐を要求されることになるし，さもなくば，
当該商標権の価値を喪失することになると指摘する。
しかし，一方で Tempnology 社は，商標権は 365（n）
条のような特別規定の適用対象ではないから，そのほ
かの権利全般とともに 365 条の一般規定に基づき取り
扱うべきであると主張する。これら Tempnology 社
の主張を総合的に理解すると，Tempology 社は一般
規定の解釈を商標権独特のルールをふまえたうえで行
うことを求めているといえるが，これは論理的ではな
い。そもそも倒産法はさまざまな利害関係者の調整を
図ったうえで制定されたものである。したがって，
365 条における債務者の契約の履行拒絶については債
務者を以降の契約上の義務から解放するものである
が，そのほかの法律に基づいて（倒産財団に属する）
資産の所有者が負う責任すべてから解放するものでは
ない。

9．実務上の課題
　Tempnology 事 件 に お け る 最 高 裁 判 所 判 決 は
Rejection as Breach Approach を採用することを明
らかにしたが，その論旨または補足意見から，次のよ
うな実務上の課題を挙げることができる。

　（1）　商標ライセンス契約における解除権の設定
　当該判決はあくまで倒産法との関係において，倒産
手続きのもと商標ライセンス契約のライセンサーが
行った当該ライセンス契約の履行拒絶によっては当該
ライセンス契約に基づく契約関係は解消されないこと
を確認したものであって，倒産法以外の法との関係に
おける契約関係の解消の可能性についてまでを判断し



米国最高裁判所判決―倒産手続きにおける商標ライセンス契約の履行拒絶の効果

Vol. 72　No. 14 － 95 － パテント 2019

たものではない（39）。したがって，契約当事者として
は，当該ライセンス契約における解除条項などの規定
内容について注意を払う必要がある。

　（2）　商標ライセンス契約におけるライセンス権の付与
　当該判決は，商標ライセンス契約に基づく契約関
係はすでにライセンシーに付与された権利との関係
で認められるとする。したがって，商標ライセンス
契約の起案においては，ライセンシーが当該ライセ
ンス権を（ライセンサーによる倒産手続き開始の申
立て前から）保有していることが明らかとなるよう
配慮すべきである（40）。

　（3）　商標ライセンス権の対価の取り扱い
　商標ライセンス契約については，365（n）条の適
用下にあるそのほかの「Intellectual Property」のラ
イセンス契約とは関係なしに，そのライセンス権の存
続を認めたものである。したがって，商標ライセンス
権の対価の支払いについてはライセンサーによる商標
ライセンス契約の履行拒絶に関して被ったライセン
シーの損害との相殺が認められる可能性もある（41）。

10．まとめ
　このように，Tempnology 事件最高裁判所判決は，
本論点に関して，ライセンシーは当該契約の規定のと
おりにライセンス権の対価を提供することをもってラ
イセンス権を引き続き有する旨を明らかにしたもので
ある。したがって，今後，商標ライセンス契約の当事
者となる場合においては，当該判決を認識したうえで
契約交渉にのぞむ必要がある。
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